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第5章 新分野 (農業分野・介護分野 )における事業環境

　1．石川県の農業分野における事業環境

総世帯に占める

農家の割合は7.5％  

   
　平成17年現在、総世帯
42.5万戸のうち、農家は
３.2万戸で、全体の7.5％
を占め、減少傾向にある｡

農業就業者数は

総就業者の３．３％  

　農業就業者数は減少を続け
ており、総就業者の３．３％
を占める。

農家の割合

産業別就業者数の割合

資料：総務省「国勢調査」
　　　農林水産省「農林業センサス」

資料：総務省「国勢調査」
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　農家人口のうち65歳
以上の者の占める割合は
30.8％で、石川県の人
口の同割合より高い。 

高齢化が著しい農家人口

　石川県では特に能登地域の高齢化
が著しい。

市町における農家人口の　
うち65歳以上の割合（平17）

農家人口と石川県の人口の
年齢階層別割合(平17)　　

市町における耕作放棄地の割合（平17）

資料：農林水産省（農林業センサス）

資料：「石川県の人口動態」（平成 17年）
農林水産省（農林業センサス）
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農業産出額は583億円

  
　平成20年度の農業産出額は583億円で、前
年比4.7％（H19:557億円）の増となった。 
　部門別では耕種部門が474億円、畜産が
107億円、加工農産物が２億円であり、構
成としては米が55％、畜産が18％、野菜が
16％を占めている。  

民間流通米の検査量は
９．８万ｔ  
 
  
　平成20年産民間流
通米の検査量は９.8万
ｔで、系統販売比率は
83％である。 

農業産出額の構成

米の生産量、検査数量

資料：北陸農政局「石川県農林水産統計年報」

資料：全農調べ
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米入札価格は大幅下落 
   
  
　近年の米入札価格は、消費の減
退や米余り等の影響により低下傾
向にあり、15年度は全国的な不
作により価格が高騰したものの、
16年度以降再び停滞している。 

米の消費量

米入札価格の推移 (年平均 )

資料：農林水産省「食糧需給表」
　　　　　　　　　「米の消費動向等調査」

資料：コメ価格センター

系統販売米の地区別販売量

資料：全農調べ

　平成20年産の系統販売米のう
ち県内消費の割合は33％で、残
りは関東・関西などの大消費地へ
出荷されている。
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　2．石川県の介護分野における事業環境

圏域別の高齢者人口及び高齢化率の推移

■　圏域別の高齢者人口及び高齢化率の推移（各年 10月 1日時点）

区　　　分 Ｈ 17 Ｈ 22 Ｈ 27 Ｈ 32 Ｈ 37 Ｈ 42

南 加 賀
総人口 236,950 233,522 228,114 220,983 212,740 203,747

65歳以上人口 50,117 56,599 65,290 67,663 67,231 66,792
高齢化率 21.2% 24.2% 28.6% 30.6% 31.6% 32.8%

石川中央
総人口 709,489 707,700 700,362 687,888 670,808 649,759

65歳以上人口 126,531 147,133 176,448 189,223 194,204 197,246
高齢化率 17.8% 20.8% 25.2% 27.5% 29.0% 30.4%

能登中部
総人口 144,373 137,424 129,836 121,672 113,251 104,940

65歳以上人口 39,523 41,990 46,546 47,619 46,302 44,062
高齢化率 27.4% 30.6% 35.8% 39.1% 40.9% 42.0%

能登北部
総人口 83,214 76,297 69,448 62,589 56,074 50,130

65歳以上人口 29,738 29,430 30,229 29,226 27,230 24,604
高齢化率 35.7% 38.6% 43.5% 46.7% 48.6% 49.1%

( 単位：人 )

※日本の市区町村別将来推計人口・平成 20年 12月推計（国立社会保障・人口問題研究所）より 
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■　要介護認定者数の推計【南加賀】     

区　　　分 Ｈ 20
第 4期計画期間（Ｈ 21～Ｈ 23）

Ｈ 26
Ｈ 21 Ｈ 22 Ｈ 23 対H20増減率 対H20増減率

第１号被保険者数ａ 54,386 55,825 56,506 56,972 4.8% 63,220 16.2%
要 支 援 １ 692 713 725 738 6.6% 792 14.5%
要 支 援 ２ 1,242 1,276 1,303 1,329 7.0% 1,438 15.8%
要 介 護 １ 1,370 1,414 1,445 1,476 7.7% 1,586 15.8%
要 介 護 ２ 1,640 1,700 1,740 1,782 8.7% 1,959 19.5%
要 介 護 ３ 1,511 1,574 1,616 1,656 9.6% 1,818 20.3%
要 介 護 ４ 1,344 1,382 1,448 1,513 12.6% 1,638 21.9%
要 介 護 ５ 1,185 1,228 1,289 1,351 14.0% 1,461 23.3%
合　　計　ｂ 8,984 9,287 9,566 9,845 9.6% 10,692 19.0%

要介護認定率　b/a 16.5% 16.6% 16.9% 17.3% － 16.9% －

( 単位：人 )

■　要介護認定者数の推計【石川中央】    

区　　　分 Ｈ 20
第 4期計画期間（Ｈ 21～Ｈ 23）

Ｈ 26
Ｈ 21 Ｈ 22 Ｈ 23 対H20増減率 対H20増減率

第１号被保険者数ａ 138,198 141,618 145,729 151,021 9.3% 168,525 21.9%
要 支 援 １ 2,340 2,607 2,855 3,103 32.6% 3,883 65.9%
要 支 援 ２ 4,153 4,632 4,823 4,875 17.4% 5,054 21.7%
要 介 護 １ 4,193 3,829 3,756 3,828 ▲ 8.7% 4,059 ▲ 3.2%
要 介 護 ２ 4,657 4,841 5,097 5,359 15.1% 6,196 33.0%
要 介 護 ３ 4,083 4,358 4,654 4,958 21.4% 5,933 45.3%
要 介 護 ４ 3,063 3,194 3,346 3,504 14.4% 4,051 32.3%
要 介 護 ５ 2,656 2,713 2,783 2,850 7.3% 3,214 21.0%
合　　計　ｂ 25,145 26,174 27,314 28,477 13.3% 32,390 28.8%

要介護認定率　b/a 18.2% 18.5% 18.7% 18.9% － 19.2% －

( 単位：人 )

■　要介護認定者数の推計【能登中部】    

区　　　分 Ｈ 20
第 4期計画期間（Ｈ 21～Ｈ 23）

Ｈ 26
Ｈ 21 Ｈ 22 Ｈ 23 対H20増減率 対H20増減率

第１号被保険者数ａ 41,031 41,555 41,845 42,366 3.3% 45,570 11.1%
要 支 援 １ 767 806 834 857 11.7% 944 23.1%
要 支 援 ２ 712 719 745 769 8.0% 853 19.8%
要 介 護 １ 1,233 1,268 1,324 1,363 10.5% 1,502 21.8%
要 介 護 ２ 1,204 1,245 1,273 1,309 8.7% 1,454 20.8%
要 介 護 ３ 1,131 1,185 1,232 1,269 12.2% 1,408 24.5%
要 介 護 ４ 994 1,033 1,074 1,107 11.4% 1,226 23.3%
要 介 護 ５ 1,055 1,088 1,131 1,168 10.7% 1,303 23.5%
合　　計　ｂ 7,096 7,344 7,613 7,842 10.5% 8,690 22.5%

要介護認定率　b/a 17.3% 17.7% 18.2% 18.5% － 19.1% －

( 単位：人 )

■　要介護認定者数の推計【能登北部】    

区　　　分 Ｈ 20
第 4期計画期間（Ｈ 21～Ｈ 23）

Ｈ 26
Ｈ 21 Ｈ 22 Ｈ 23 対H20増減率 対H20増減率

第１号被保険者数ａ 30,623 30,578 30,478 30,475 ▲ 0.5% 31,057 1.4%
要 支 援 １ 645 634 639 648 0.5% 662 2.6%
要 支 援 ２ 481 500 515 531 10.4% 572 18.9%
要 介 護 １ 917 862 853 856 ▲ 6.7% 877 ▲ 4.4%
要 介 護 ２ 786 859 888 904 15.0% 898 14.2%
要 介 護 ３ 719 771 792 807 12.2% 833 15.9%
要 介 護 ４ 608 638 647 657 8.1% 675 11.0%
要 介 護 ５ 735 730 741 753 2.4% 776 5.6%
合　　計　ｂ 4,891 4,994 5,075 5,156 5.4% 5,293 8.2%

要介護認定率　b/a 16.0% 16.3% 16.7% 16.9% － 17.0% －

※各年 10月 1日時点　　※上記推計値は、市町報告値の積み上げ

( 単位：人 )

要介護 ( 要支援 )認定者数

資料：県健康福祉部調べ
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①　居宅サービス
　　居宅サービスの基盤整備は、平成17年度末から平成20年度末にかけて、訪問看護ステーションが6箇所、

デイサービスセンターが67箇所、ショートステイ専用床が112床増加しています。

区　　　分 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 差　引
（H20－ H17）

訪問看護ステーション 箇所 47 50 52 53 6

デイサービスセンター
（認知症対応型を除く） 箇所 195 230 248 262 67

デイケアセンター 箇所 79 79 79 79 0

ショートステイ専用床 床数 991 1,011 1,072 1,103 112

■　居宅サービスの基盤整備の状況

※各年度末時点の数

②　地域密着型サービス
　　地域密着型サービスの基盤整備は、平成17年度末から平成20年度末にかけて、小規模多機能型居宅介護

が20箇所、認知症高齢者グループホームが220床、地域密着型特定施設が29床、地域密着型特別養護老人ホー

ムが123床増加しています。

区　　　分 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 差　引
（H20－ H17）

小規模多機能型居宅介護事業所 箇所 － 2 9 20 20

認知症高齢者グループホーム 床数 2,121 2,166 2,196 2,341 220

地域密着型特定施設 床数 － 0 0 29 29

地域密着型特別養護老人ホーム 床数 － 50 123 123 123

■　地域密着型サービスの基盤整備の状況

※各年度末時点の数

サービスの基盤整備の状況
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③　介護保険施設
　　介護保険施設の基盤整備は、平成17年度末から平成20年度末にかけて、特別養護老人ホームは445床、

介護老人保健施設は51床増加していますが、介護療養型医療施設は480床減少しています。3施設の合計で

は、16床の増加となっています。

区　　　分 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 差　引
（H20－ H17）

特別養護老人ホーム
（地域密着型を含む） 床数 5,394 5,469 5,609 5,839 445

介護老人保健施設 床数 3,621 3,621 3,634 3,672 51

介護療養型医療施設 床数 1,944 1,787 1,545 1,464 ▲ 480

３施設計 床数 10,959 10,877 10,788 10,975 16

■　介護保険施設の基盤整備の状況

※各年度末時点の数

④　福祉サービス
　　福祉サービスの基盤整備は、平成17年度末から平成20年度末にかけて、軽費老人ホーム（旧名称：ケアハ

ウス(＊)）が240床増加しています。養護老人ホーム、軽費老人ホームA型、高齢者生活福祉センター（生活

支援ハウス）は増減がありませんでした。

区　　　分 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 差　引
（H20－ H17）

養護老人ホーム 床数 700 700 700 700 0

軽費老人ホームA型 床数 170 170 170 170 0

軽
費
老
人
ホ
ー
ム

（
旧
ケ
ア
ハ
ウ
ス
）

介護専用型 床数 0 0 110 110 110

介護専用型以外 床数 983 983 1,055 1,055 72

小規模（定員29人以下） 床数 － 0 29 58 58

計 床数 983 983 1,194 1,223 240

高齢者生活福祉センター
（生活支援ハウス）

床数 138 138 138 138 0

■　福祉サービスの基盤整備の状況

※各年度末時点の数

（＊）「軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 20年 6月 1日 厚生労働省令第 107 号）」により、従来の
軽費老人ホームA型、軽費老人ホームB型、及びケアハウスは「軽費老人ホーム」に一元化された。なお、現存
する軽費老人ホームA型・B型は、当該施設の建て替えまでの間、経過的軽費老人ホームとして従来の基準が適
用されることとなっている。

資料：県健康福祉部調べ


